
○指定居宅介護支援事業者等の◆事業の公正中立な実施◆◆事業の公正中立な実施◆◆事業の公正中立な実施◆◆事業の公正中立な実施◆について 

(平成一一年九月一四日) 

(事務連絡各都道府県介護保険主管課(室)あて厚生省老人保健福祉

局介護保険制度施行準備室) 

介護保険制度の施行準備については、種々ご尽力をいただき厚く御

礼申し上げます。 

さて、要介護認定調査の本格実施の時期が迫り、居宅介護支援事業

者の指定が進んでいること等により、最近においては、指定居宅介

護支援事業者の事業活動が活発化する傾向があります。特に、同一

系列事業体がより多くの利用者を獲得するため、指定居宅介護支援

事業者を窓口に、要介護認定の申請代行を無料で行うことを強調し

たり、その後の居宅サービス計画の作成や同一系列事業体による居

宅サービスの利用の予約まで勧誘するような活動が散見されること

は誠に遺憾であります。居宅介護支援事業者等は個々のサービス事

業者の事業とは独立した公正中立の遵守が極めて重要であり、これ

に違反することがないよう、特に左記の事項についてご指導いただ

きますようお願いいたします。 

記 

１ 要介護認定調査類似行為の禁止 

要介護認定調査類似行為について、被保険者に市町村が行う要介護

認定のための認定調査との誤認を与えるような方法で実施すること

は、混乱を惹起する可能性があるため認められない。 

２ 要介護認定申請の代行 

指定居宅介護支援等の事業の人員及び運営に関する基準(平成一一

年三月三一日厚生省令第三八号)(以下「指定基準」という。)第八条

においては、指定居宅介護支援事業者に対し、要介護認定等の申請

について、利用申込者に必要な協力を行うことを義務づけているが、

この協力は、あくまでも利用申込者の意思を踏まえてとしており、

利用申込者からの依頼があることが前提である。居宅サービス計画

作成の利用者獲得を意図して申請代行の勧誘を行うことは認められ

ない。 

３ 居宅サービス計画作成の予約 

いずれの居宅介護支援事業者を選択するかは利用者の自由な選択

によることが基本である。このため、居宅サービス計画の作成の開

始に当たっては、利用申込者又はその家族に対して、居宅介護支援

事業所の運営規程の概要や、介護支援専門員の勤務体制、秘密の保



持、事故発生時の対応、苦情処理の体制等の利用者が居宅介護支援

事業者を選択するために必要な重要事項を記した説明書を交付して

説明すべきこととなっている。利用者の獲得誘導のため、このよう

な手続きを行わないまま居宅サービス計画作成の予約を先行して受

けることは認められない。 

４ 居宅サービス利用の予約 

指定基準上、居宅サービス計画の作成開始に当たって、介護支援専

門員は、利用者の課題分析を行うとともに、地域の指定居宅サービ

ス事業者に関するサービスの内容、利用料等の情報を適正に利用者

又はその家族に提供し、利用者にサービスの選択を求めることとな

っているものであり、このようなことがないまま、特定の居宅サー

ビス事業者によるサービスの利用予約を先行して行う場合には、指

定基準違反として指定が取り消されることがあり得る。 

なお、指定居宅介護支援事業者は、居宅サービス計画原案を作成す

る以前に、特定の居宅サービス事業者に対しサービス利用の予約を

行うことができないことは言うまでもない。 

５ 指定居宅介護支援事業者の広告 

指定居宅介護支援事業者に係る広告については、あくまで当該居宅

介護支援事業の範囲にとどめるべきであり、運営の方針、職員の職

種、営業日、営業時間、居宅介護支援の提供方法、内容及び利用料、

事業の実施地域等の事業内容については認められるが、例えば、同

一系列事業体のサービスの営業活動をも併せて行うことは、指定基

準における特定の居宅サービス事業者等によるサービスを利用すべ

き旨の指示等の禁止、居宅サービス事業者のサービス内容等の情報

の適正な提供の規程に違反する恐れがあり認められない。 

６ 要介護認定の認定調査の際の居宅サービス計画作成に係る課題分

析の実施 

継続事例において、引き続き当該指定居宅介護支援事業者に居宅介

護支援を依頼する意思があらかじめ明らかとなっている場合を除き、

要介護認定の認定調査の際に併せて居宅サービス計画作成のための

課題分析を実施することは原則として認められない。 

７ 要介護認定の認定調査の際の営業活動の禁止 

要介護認定に係る調査を指定居宅介護支援事業者等に委託する場

合においては、調査自体が公平公正に行われる必要があることのみ

ならず、その後の指定居宅介護支援事業者及び指定居宅サービス事



業者の選択について、被保険者を勧誘し予断を与える行為があって

はならないことは当然である。 

要介護認定の認定調査は、本来市町村が行うべきものであり、介護

保険法上も、市町村職員に代わって認定調査に従事する者を刑法そ

の他の罰則の適用については公務員とみなす旨定めている。認定調

査実施時に、居宅サービス計画作成の予約を行うこと、居宅サービ

ス利用の予約を行うこと、特定の指定居宅介護支援事業者の広告を

行うこと等の行為は、指定基準に違反するものであり指定が取り消

されることがあり得るものである。 

このため、市町村が認定調査を指定居宅介護支援事業者等に委託す

る場合にあっては、サービス選択に不適切な影響がある行為を行っ

てはならないことについて、ご指導いただくとともに、万が一認定

調査員としてあるまじき行為があった場合には、必要に応じて認定

調査委託契約の見直し等の対応を含め、厳正に対応いただきたい。 

 


